



















































































































































































５ ha は市道として長岡市に売却された。また、３ ha は「県立歴史民俗文化館」用地と
して売却された。
一方、長岡市に寄付された文化館に隣接する用地の１７haを除いた残りの５０haの土地利
用計画は、新潟県、長岡市、佐藤工業、第３セクター会社の四者間で今後の利用計画を
１年間かけて協議することが確認された。「市民の意向に沿い、跡地利用を考えたい」と
宮島社長は語る。
長岡市では、佐藤工業から長岡市に寄付されることになった約１７ha の用地（１㎡当た
り３万円、約５０億円の価値があるといわれる）は、「アミューズメント関連企業の誘致を
基本的に考える」と、民活による整備方針を明らかにする。長岡市への寄付は、現在土
地に設定されている抵当権が弁済される２００５年までに完了する。それ以前は、長岡市が
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無償で使用する権利を持つ取り決めになっている。
一方、第３セクター会社のスペースネオトピアが所有地している用地の利用方法は、
「市民の憩いの場を形成する」ことが基本コンセプトであるとされる。用途の内容を決
めていく過程ではオープンな形で広く市民の意見を聞くことが確約されたが、１７５億円
の土地買収費をはじめ巨額な借入金を完済するための方法としては、この５０ha の土地を
他の企業などに売却し、その売却代金を借入金等の返済金に充てるしか方法は残されて
いない。
しかしながら、土地を売却する場合、隣接地の長岡ニュータウンの分譲地でも売れ行
き不振を続ける現状では、宅地造成による住宅地分譲を行うことは望み薄である。また、
現在の経済状況では工場誘致も難しいことは改めていうまでもない。まさに八方塞がり
の状態で、解決は「五里霧中」の状態にある。
　歴史民俗文化館への影響
さらに、「新潟県、長岡市にとってより大きなダメージは、今後の歴史民俗文化館の運
営への悪影響である」と、県関係者は一致して指摘する。同文化館は、県が地域活性化
と文化振興のため整備してきた「社会文化施設」の一つである。県内の縄文文化の紹介
などをメインにした施設で、２０００年の夏のオープンを目指している。歴史民俗文化館の
計画当初段階における立地予定地は、信濃川河川敷の「千秋が原」が候補地とされてい
たが、ネオトピアとの誘客相乗効果を見込み、第３セクター会社が所有していたテーマ
パーク用地の一角に決定されたという経緯がある。
したがって、当初建設が予定されていた第３セクター会社の事業が中止されれば、想
定されていた「施設間の誘客相乗効果」それ自体が崩れることになるのは当然の結果で
ある。残されたものは、広大な丘陵地にポツンとただ一つ建つのは文化館だけである、
という寒々とした光景が想像される。そのため、第３セクター側と新潟県および長岡市
との間では、ネオトピア跡地のうち文化館周辺１７ha を長岡市に寄付する一方で、長岡市
側では、今後１年かけて、「相乗効果」の期待できるような代替的な施設整備を検討して
いくという方針である、といわれる。
ただし、この検討策は、「市の財政事情では、自前の施設を建設、運営する余力はまっ
たくない」のが実情である。市の財政が逼迫する状況では、民間企業等の参入を仰ぐし
かない状況にあるが、現在の景気低迷化では民間企業等が新たに参入してくる可能性は
ほとんど期待できない。社民党、共産党を中心に県議会には、「文化館計画も見直しをす
べきだ」との意見が強い。県庁内一部にも、「当初予定の千秋が原に戻したら」との意見
があるようであるが、県は「あくまでも既定方針に変更はない」（企画調整部）、と計画
方針を変更する意向はないようである。
既定方針を堅持せざるを得ない県側の事情としては、次のような理由がある。
文化館の用地は、すでに新潟県土地開発公社が約１０億円で、第３セクター側から購入
済である。また、この１０億円は長岡市が地元負担分として新潟県土地開発公社に対し年
賦で支払っている事実があるので、「身動きできない実態がある」と県関係者の一人は語
る。「出血を最小限にするには、どうすればいいのか」と、県や長岡市の担当者から漏れ
てくるのはため息だけであるといわれる。
図１はスペースネオトピアの周辺開発状況を示したものである。
５　問題点・課題と今後の対応措置
　第３セクター事業の中止に伴う問題点
長岡市「スペースネオトピア」の建設断念という第３セクター事業が中止された結果、
第３セクターへの出資者に対し著しいダメージを与えたことにとどまらず、「博物館の
跡地利用」や「長岡市の都市計画の見直し」という新たな派生する問題を引き起こした。
換言すれば、長岡市「スペースネオトピア」問題は、「民間主導の開発事業型の第３セ
クター会社の在り方の問題と事業破綻後の対応問題」という、極めて厳しい現実が突き
つけられたわけである。
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図１　長岡スペースネオトピアの周辺開発状況図
出所：「新潟日報」（１９９６年１１月３０日）
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このような場合、第３セクター事業の「経営破綻」の原因と責任は、バブル経済崩壊
がその要因であると、単純にバブルによる破綻と、責任を転嫁するだけでよいのであろ
うか。責任所在を明らかにする必要がある。
「ネオトピア計画」をめぐる問題点・課題については、次の４つの観点、すなわち、
①事業破綻後の跡地の利用計画の在り方、②「歴史民俗文化館」の建設用地の在り方、
③県および市の出資金の返還問題、④第３セクター会社の責任と佐藤工業の責任の観点
より検証する。もちろん、これらの問題は個別に独立した問題ということではなく、相
互に密接な関係にあることは改めていうまでもない。
　事業破綻後の跡地の利用計画の在り方
「跡地の利用計画」の在り方については、新潟県、長岡市、第３セクター会社、佐藤
工業の４者の間で協議が進められることになっている。この問題は、「民間主導の開発
事業型の第３セクター事業が経営破綻した際に、速やかに適切な事後処理を行う必要が
あるという観点から、適切な事後対応を行うことの困難さを象徴している問題である」
といえる。
換言すれば、土地購入や土地造成費等に巨額な資金が投入されてきたわけである。事
業の経営破綻により、この土地を手放さなければならない状況において、「跡地の適正な
利用方向を決めると同時に、土地売却収入を得ることによって、これまでの借入金等の
債務の返済に充当するという、二律相反する厳しい選択をしなければならない」という
極めて困難な選択を迫られているわけである。もとより、土地売却収入により債権者へ
の返済債務が大幅に圧縮され、完済される見込みがあるならば、事業の清算過程におい
て大きな混乱は生じない。
しかしながら、土地売却先と売却収入が全く見込めない場合には借入金等の債務は減
らないわけで、債権者への債務返済等は不可能な状況になる。もちろん、この不良債権
化した土地を自治体等が全て購入することは、現状の地方財政の逼迫化を考えれば、不
可能に近い。まさに、八方塞がりで、「五里霧中」の状態である。
したがって、「望ましい跡地利用計画と売却収入の獲得による債務圧縮のバランスを
いかに図るか」について、基本的な考え方の方向として、次のような観点より種々検討
する必要がある。ここでは、対応策のポイントについて整理する。
①　ケース１：第３セクターの所有地を長岡市、新潟県に寄付をする。したがって、
売却収入は確保できない。一方、金融機関等からの借入金等の融資は、金融機関検
査に適用される債権分類、「Ⅳ分類の実質破綻・破綻先債権」として検討を依頼する。
②　ケース２：第３セクター所有地の一部を長岡市、新潟県に寄付をする。一部は市
や県に売却する。一定の売却収入は確保できる。売却先は県や市の土地開発公社も
対象にする。また金融機関等に対し、「Ⅳ分類の実質破綻・破綻先債権」の検討を依
頼する。
③　ケース３：第３セクター所有地全て売却する。一定の売却収入は確保できる。売
却先には県や市の土地開発公社も対象にする。また金融機関等に対し、「Ⅳ分類の
実質破綻・破綻先債権」の検討を依頼する。
　「歴史民俗文化館」の建設用地の在り方
歴史民俗文化館は、「当初の構想では千秋が原に建設する予定であった」とされるが、
それに対し、新潟県企画調整部では「あくまで既定方針に変更はない」と、計画の方針
変更をする意向はないといわれる。この既定方針遂行の背景には、文化館用地はすでに
新潟県土地開発公社が約１０億円で、第３セクター側から購入済であると同時に、この１０
億円は長岡市が地元負担分として、すでに新潟県土地開発公社に対し年賦支払いが行わ
れている。
確かに、この事実は重い。この重要な前提条件を無視するわけにはいかないが、仮に、
周辺整備等が全くの白紙状態であるならば、当初の構想段階で想定されている「施設立
地の誘客相乗効果」を期待することは当然考えられない。その結果、広大な丘陵地にポ
ツンとただ一つ建つ文化館だけが残されるだけである。
この場合は、施設を整備してもほとんど来訪者は期待できないという寂しい光景が想
像されるだけである。もちろん、管理運営費は莫大な出費を強いられる。そのため、毎
年、相当額の赤字の計上を余儀なくされるという懸念は極めて大きい。
このように、歴史民俗文化館の立地選定は、極めて重要な要件である。仮に、種々の
前提条件が重なり、当初予定の千秋が原に移転立地することが不可能であるならば、少
なくとも、現在の国営越後丘陵公園などとの連携や相乗効果があげられるようにハード
やソフトなど、種々の観点より工夫する必要がある。そうでなければ、全く懸念される
ような状態が現実のものとなる可能性が極めて高い。この責任については誰が負うので
あろうか。大きな問題である。
激変する経済社会状況において、自治体の政策決定の失敗や方針の見込み違いによる
政策破綻に関しては、問題の先送りをせず勇気を出して方向転換を図るなど、名誉ある
撤退をスマートに、速やかに方向変換することができるかどうかという点にあることを
再確認すべきである。
　県および市の出資金の返還問題
第３セクター会社の事業中止に伴い懸念される問題に、新潟県と長岡市が第３セク
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ター会社に出資した出資金（新潟県と長岡市の出資金は各２億２千５百万円）が、無事
回収できるのかどうかという点である。この出資金の返還問題について、県企画調整部
では、「県民にご迷惑をかけることにはならないはずである」と強調する。長岡市も同様
に、出資金の返還は、「返してもらうことが前提である」と、担当者はこう発言せざるを
得ない事情はよく理解できるが、一般に、経営破綻した企業の債権債務状態は、当然の
ことながら債務超過状態にあることが多い。
したがって、法人への出資額は、当然、返還される財源が存在しない。これは一般経
済社会商取引の通例である。その意味では、「商法法人である株式会社の出資金は、会社
の有限責任の範囲を示す」ものである。もちろん、県や市の担当者がいうように、希望
的な要望として、第３セクター所有用地の売却収入などにより、出資金の一部でも返還
されることを期待したい。また、佐藤工業が経営的、道義的責任を負い、特に、新潟県
と長岡市に対して出資金の一部返還を行うことは考えられようが、経営破綻あるいは倒
産した企業の出資金・資本金は、基本的に、出資金（資本金）はすでにこれまでの事業
活動に充当されているわけである。その事業活動が破綻したことは、とりもなおさず出
資金はこれまでの債務返済に充当されているわけである。
したがって、他の出資者に対する出資金の返還と同様、県や市が考えている出資金が
返還されるということは全くあり得ないのである。一方、長岡市では、第３セクター会
社の清算に関連して、「税金や一般会計で負担することはあってはならない、という考え
方を貫きたい。また、財政的に追加支援などをする考えはない」ということが明かにさ
れた。これは、自治体の財性措置としては当然の帰結である。
新聞報道によれば、第３セクター会社の役員である長岡市の助役が今後の対応につい
ての質問に対して、「新潟県、長岡市、佐藤工業、第３セクター会社の４社で締結した覚
書などに触れながら経緯や処理策などを行う」旨の説明がなされたが、これについては
少なかぬ疑問がある。
一つには、「覚書の具体的な内容についての疑義である」。特に、融資やその返済にか
かわる問題に関する自治体の対応問題である。仮に、第３セクター会社の借入金等に対
し、金融機関等との間で自治体が債務保証や損失補償等の契約や念書等を取り交わして
いるような場合には、問題は極めて複雑となる。破綻処理のネックとなる可能性がある。
いま一つの疑問は、土地造成工事等に係る費用の相当な金額を第３セクター会社は佐
藤工業からの借入金で賄っていた実態がある。佐藤工業の第３セクター会社に対するこ
の融資金額の相当部分は金融機関からの借入金により資金調達であると推測される。
これは、一種の迂回融資であると考えられるが、このような迂回融資問題は、「泉佐野
コスモポリス」問題で指摘された金融機関と建設工事会社と第３セクター会社の事件問
題の複雑さを彷彿させる。関係者間の複雑な融資関係があったと推測されるが、問題と
なるような念書等が存在しないことを祈る。
　第３セクターの責任と佐藤工業の責任
第３セクター会社の経理帳簿上の金融機関等からの借入金は、この時点では２１億円と
事業の進捗状況にくべ極めて少ないことが特徴的である。また経理帳簿上の損失額は３
億円にすぎない。これらの借入金や損失額は、これまで投下されてきた全体事業費の１７５
億円と比較して異常に少ない。この金額が事実とすれば、驚きである。否、不自然であ
り、不可解である。また、第３セクター会社の資本金は約４０億円である。資本金額の規
模は、第３セクター会社の中では異例の大会社の部類に属する。このうち、新潟県と長
岡市が各２億２千５百万円ずつ出資しているが、公共側の出資比率は県と市を合計して
も１１．２５％にすぎない。
一般論で言えば、『地方自治法』に明示された「監査委員による監査」は、当然のこと
ながら必要とはされない。一方、当初の構想時の総事業費は約１千億円を予定していた。
これが事実ならば、「構想・計画時において、事業経営としてほとんど成り立たない幻の
事業」であるとさえいえよう。つまり、総事業費のわずかに４％にすぎない資本金額で、
総事業費が１千億円に達する事業計画を実施することは、事業費のほとんどを借入金に
よる資金調達で賄う計画である。
一般に、第３セクターは、計画時の経営収支見通しが甘いと多々批判される。このよ
うな批判を遥かに超えた事業収支計画案は誰が作成したのであろうか。ほとんど実現の
可能性のないような無謀な事業収支計画である。まさに、「魔法の錬金術師のような事
業収支計画案である」といえよう。このような非現実的な事業計画の実施については、
バブル経済の崩壊があるか否かにかかわらず、「全く実現不可能な事業収支計画の作成
責任」「このような事業計画をそのまま鵜呑みにした行政当局の責任」「出資・株主関係
者の責任」は極めて重大である。
一般に、事業に係わる総事業費と自己資本である資本金額との関係は、自己資本が充
実していれば、事業の経営採算性は高まるという相関関係にあることはよく知られてい
る事実である。
したがって、事業費と自己資本である資本金の割合比率は、一般に、自己資本比率が
低ければ低いほど、事業の成功する割合は低くなる傾向にある。すなわち、自己資本比
率が著しく低い事業では、経営採算的に事業の成功は望めない。自己資本比率の程度に
ついては、事業内容により異なることから、一概にはいえないが、通常では、開発事業
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が成功するためには、事業費の概ね、２０～３０％程度の自己資本比率が必要であると考え
られる。
この基準から判断するならば、構想・計画時点における事業採算性の観点からの事業
成功の見通しは事業実施をするまでもなく、事業の成功は不可能に近いという事業経営
診断がなされてしかるべきである。当初の構想・計画の経営採算性の見込みがほとんど
ない状況にも拘らず無謀にも事業が推進されたこと、断定せざるを得ない。
このような状況にも拘らず、強引に事業遂行されたのはなぜか。極めて不可解である。
責任は、一人「事業推進者の佐藤工業の事業見通しの甘さだけに起因するものであろう
か」。関係者の責任は重大である。
いま一つの問題は、第３セクターの借入金の問題である。なぜ、第３セクターは、金
融機関等から正規に資金調達をせず、株主の佐藤工業から多額の借入金調達をしたので
あろうか。不可思議で理解に苦しむ。一般に、出資元の株主が出資会社に対し、事業資
金を貸与することは、通常のビジネス社会においては決して不思議ではない。
一般に、１００％出資の子会社に対し、親会社から事業資金等の貸付金等を貸与、あるい
は子会社が金融機関等から融資を受ける際に親会社が債務保証を行うなど、親会社が子
会社に対し、有形無形の金融的支援を行うことは、通常の商取引の範囲で商慣行であり
珍しくはない。このような考え方に立つとすれば、佐藤工業が大株主として第３セク
ター会社に対し、貸付金を貸与することは株主の事業達成への責任感と意欲を示すもの
として賞賛されるべきものといえようが、問題は第３セクター会社の事業の大半は佐藤
工業に事業発注されていると推測される点である。
逆にいえば、佐藤工業は、事業を受注するため、事業資金のない第３セクター会社に
対し貸付金を貸し付ける一方で、その貸付金がそのまま事業委託費として、第３セク
ター会社から佐藤工業に還流するという仕組みが浮かび上がる。バブル期では、「建設
業界はビジネスチャンスの拡大を図るため、従来型の受注産業から、『造注』方式と呼ば
れる企画提案型の発注産業への転換を図るという手法により業容を拡大した」といわれ
る。まさに、この「造注」方式の典型的な仕組みがここにみられる。
このように、「長岡スペースネオトピアの事業の進め方の構図は、泉佐野テクノポリス
事件と瓜二つの相似形のような事業の仕組みと事業破綻の例である」といえよう。
「泉佐野テクノポリス」事件の場合には、第３セクター会社の発注する際の事業資金
の調達は、建設工事を受注した建設会社が金融機関に対して債務保証を行うことにより、
事業費の調達を賄っていたわけである。すなわち、「自らが発注者となって事業を発注
する一方で、その事業を受注する。と同時に、発注元の第３セクターには元来発注する
だけの事業資金は全くない。そのため、この事業資金は受注側の建設会社が資金調達を
行い、発注事業主体である第３セクター会社に貸付金として貸与する」という構図であ
る。
「長岡スペースネオトピア」の場合、第３セクター会社の発注する際の事業資金調達
は、佐藤工業からの借入金で賄われていた。この第３セクター会社の借入金、すなわち
佐藤工業の貸付金の原資は、佐藤工業側では当然のことながら同社の自己資金であると
は考えられない。つまり、佐藤工業は金融機関等からの借入金を直接第３セクター会社
に融通していたものであるのか、金融機関等に債務保証等の契約や念書等を取り交わし
て処理されたものであるのか、その真相は不明である。金融機関等に債務保証契約や念
書等を取り交わしていた場合には、「泉佐野テクノポリス」の例と同様、金融機関等と間
で極めて複雑な問題が内在していることが懸念される。このような事業手法は建設会社
が自ら撒いた種とはいえ、その責任の所在は厳しく追求されねばならない。このような
事業開発型第３セクターの事業破綻要因について模式図化したものが、図２である。
なお、佐藤工業は、その後、経営再建を図るため会社更生法の適用を申請している。
　公共事業遂行の行政の発想と経営破綻した第３セクターの責任
自治体側の問題については、直接の事業遂行者ではないとはいえ、事業成功の可能性
が低い、経営採算的に極めて大きな問題が懸念される事業であるにもかかわらず、いた
ずらにバラ色の幻想の夢を追い、事業を進めようとしたことに対する責任は大きい。
すなわち、少額の出資金の出資で大規模な事業を推進しその果実を得ようとしたこと
は、これまでの公共事業の資金調達方法である、「少額の一般財源額の充当で、残りの事
業費の大半は補助金と起債に依存して事業実施する」という、これまでの公共事業の実
施の方法と全く瓜二つの方法であるといえる。
一般に、公共事業の資金調達方法については、「補助金の獲得とその表裏一体である補
助裏と呼ばれる地方債の発行（一般に、自治体の事業課担当者等は、記載は、本来的に
当該団体の借金であり、元金に利子を加えて返済しなければならないという認識は極め
て希薄な場合が多々見受けられる、この点からも公共事業の費用対効果分析は必要であ
る）により、公共事業費の資金調達方法がなされることが担当者の極意であると、事業
課的発想が伝承されてきた悪しき事業実施の発想方法がこのような自体の結果を招い
た」といえば厳しすぎる指摘であろうか。
ちなみに、新潟県では、かつて、第３セクターとのタイアップにより観光利用者の集
客を目指した「新潟ふるさと村」の再建途上において、第３セクター側の営業不振をカ
バーするため、県施設として整備された「アピール館」のリニューアルに対し、多額の
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県費の投入が強いられたという苦い経験があることは記憶に新しい。
近年、マスコミを賑わす「事業破綻、経営破綻した大規模開発事業における第３セク
ター事業の失敗の真の要因は、このような公共事業推進の発想方法に起因するものであ
る」と警告せざるを得ない。もちろん、このような発想を踏襲して、公共事業の獲得に
狂奔してきた民間企業の開発事業関係者も同罪であることはいうまでもない。「自治体
の倒産記事・報道や金融機関の破綻」など、わが国の経済社会の未曾有の大混乱は、こ
図２　開発事業型の第３セクターの事業破綻例
２　開発事業が他の地方公社・第３セクターの事業破綻のケースⅡ（長岡スペースネ
オトピアのケース）
　建設会社が「事業の企画立案・建設整備」の主体・中心となって推進する
→　『造注』と呼ばれる、建設業界の特有の事業方式である
　第３セクターは、事業費の資金調達について、その大半を建設会社の佐藤工業か
ら借入金をしていた
※第３セクターに対する融資は建設会社の佐藤工業が行っていたが、建設会社は金
融機関との間で「念書」（債務保証）等を取り交わしていたかどうかについて、詳
細は不明である
※また、佐藤工業が第３セクターに対して融資をしたいたその「原資」については。
金融機関からの借入金として、資金調達されたものか（いわゆる又貸しである）、
あるいは社債等の発行等により直接市場等から資金調達された資金であるか（低
利または無利子）のかなど、佐藤工業の資金調達については詳細は不明である
　建設会社は不良資産（不動産の不良在庫）
　金融機関は不良債権（債権回収は困難）
出所：出井信夫「地方公社・第３セクターと事業評価・経営破綻に関する一考察」
『新潟産業大学経済学部紀要　№１９』（１９９８年１２月）５９頁
のような発想方法にその淵源があるといっても過言ではない。
このように、第３セクターの事業破綻、経営破綻の元凶は、一方の出資者側である公
共側における公共事業遂行の発想思考方法（起債による公共事業は自治体の借金事業で
あるという観念に乏しいことなど）に起因するものであると同時に、他方の出資者側で
ある民間企業側における事業遂行の発想思考方法（経営ノウハウの未熟さや欠如など）
に起因するといっても過言ではない。
第３セクターの安易な計画や杜撰な収支経営計画の立案や企画がしばしば批判されて
いるが、それらの元凶は、とりもなおさず出資元の自治体と民間企業の経営的センスの
未熟さや欠如に起因していることが、議論の中で欠落していることが大きな問題である。
自治体と民間企業の関係者に対し、このような発想や方法論により開発事業を推進し
てきたことについて厳しく猛省を求めるものである。
　その後の対応措置
①　長岡市寄贈用地の計画素案
「ネオトピア」の建設予定跡地のうち、佐藤工業から長岡市に寄贈される予定用地の
１７ha は、その整備計画素案が長岡市市議会に報告されたことが、「新潟日報」（１９９９年：
平成１１年６月１２）に報道されている。
この基本計画では、隣接の仮称「県立歴史民俗文化館」（２０００年の夏開館予定）と一体
となったアミューズメントパークと位置づけられ、全体を次の３つのゾーンに分けてい
る。①Ａゾーン：科学体感施設のこども科学館、環境技術体験館、歴史・観光人物館や
地元出店レストラン、商店街を設ける用地。②Ｂゾーン：今後市民や企業の提案により
立地内容を検討する用地、③Ｃゾーン：百年の森林計画による緑地づくりを行う用地で
ある。
②　今後の課題
用地の寄贈については、１９９９年（平成１１年）６月１日、佐藤工業、スペースネオトピ
アの関係者が長岡市を訪問した際に具体的な提案はなかったといわれる。そのため、長
岡市企画部では、次年度の予算編成や都市計画変更申請の事務的手続きの期限である９
月頃まではその対応状況をみる、とされる。
佐藤工業、第３セクター、新潟県、長岡市の関係四者の動向と対応措置は、どのよう
な事態打開策を講ずるのか、またその過程でどのような紆余曲折を経るのかは、今後と
も注視していきたい。長岡スペースネオトピアの今後の対応措置は、経営危機や経営破
綻状況が伝えられる民間主導型の第３セクターに対する対応策として大きな影響を与え
るものと考えられる。このような事態を招いた主要な要因は、民間企業の思惑を背景に
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設立された第３セクター自身の責任であることにとどまらない。
当然のことながら、その構想・計画を描いた中心的出資者である民間企業と、その構
想・計画に安易に踊らされた行政の責任も決して軽くはない。互いに責任をなすり合う
のではなく、民間企業、第３セクター、自治体における関係者間の誠意ある対応と事態
打開策に対する地道な努力と抜本的な解決策を立案することを期待するものである。
Ⅲ　山口県下関市日韓観光高速船㈱―破綻した第３セクターへの財政支援
措置が適法でないと住民訴訟が起こされた例―
１　山口県下関市「日韓高速船」補助金訴訟の第一審判決の概要
　事案の概要
①　日韓高速船補助金訴訟の概要
山口県下関市の「日韓高速船」問題とは、下関市が出資した第３セクター（以下「本
件会社」という）が経営破綻し、本件会社に対し補助金として２回にわたり合計８億４
千５百万円が交付されたが、これは地方自治法第２３２条の２に規定された「その公益上必
要がある場合」の要件を満たしておらず違法であるとし、下関市住民Ｘ１～Ｘ３が下関
市に代位して、同法第２４２条の２第１項４号に基づき、補助金交付当時の市長Ｙ個人に対
し、各補助金交付当時の市長の不法行為に基づいて交付された補助金を、同市に対し各
交付金の交付と同額の損害賠償金を支払うという損害賠償請求が、認容された事例であ
る。
被告は、前市長のＹである。被告は、１９９１年（平成３年）４月３０日～１９９５年（平成７
年）４月２９日までの間、市長職にあった。本訴訟については、下関市は市長の補助参加
人として補助参加した事案である。
②　訴訟の争点
本件訴訟の争点は、次の２点、すなわち、①本件会社に対する本件補助金の交付に違
法性があるか否か、すなわち、本件補助金の交付が、補助金交付の根拠規定である地方
自治法第２３２条の２所定の「その公益上必要がある場合」という要件を満たさないものと
いえるか否か。また、②本件補助金の交付に関し、被告Ｙ市長に故意または過失が存し
たか否かの２点に要約される。
③　裁判所の判断
両者間における２つの争点に対する裁判所の判断は、次のとおりである。①地方自治
法第２３２条の２の規定に照らせば、補助金の交付すべてに公益性があるとは到底解し難
い。すなわち、公益性はないと判断されたわけである。②少なくとも、公益性の用件に
該当しない事由をそれに当たると誤信したことにつき、過失があったというべきである。
すなわち、Ｙ市長には過失があったと判断されたわけである。
　事業の概要と補助金交付
本件会社における事業の概要は、次のとおりである。本件会社は、下関市と大韓民国
釜山市との間に高速船を就航させ、旅客の海上運送をすること等を目的として、１９９０年
（平成２）年１１月２日、下関市と民間企業および個人が出資して設立された第３セク
ター方式の株式会社であり、１９９１年（平成３年）７月３１日から、高速船運航が開始され
た。
しかしながら、当初から会社の経営は厳しく、同年９月２７日には下関市から制度融資
８億円を受け、また１９９２年（平成４年）９月２８日には下関市から直接融資１０億円をそれ
ぞれ受けたが、業績が好転せず、同年１２月１日、やむなく高速船の運航を休止した。
本件会社は、１９９４年（平成６年）３月１０日、下関市長であったＹに対し、訴外関西汽
船株式会社との間で締結された裸傭船契約の合意解除に伴う清算金４億６，５００万円およ
び金融機関からの借入金３億８，０００万円の合計８億４，５００万円について、補助金の交付を
要請したところ、Ｙは定例市議会に右金員を本件会社に補助金として交付する旨の補正
予算案を上程し、同月２８日、可決された。そして、Ｙは右決議に基づき、本件会社に対
し、同年４月１４日に４億４，５００万円、また同年、５月２５日に３億８，０００万円の各補助金を
交付した。
２　第３セクター設立の経過と住民監査請求の経緯
　第３セクター設立の経緯と下関市の関与
第３セクターの設立の経緯、また下関市における主な金銭的な支援および関与につい
ては、要約すると、大要、次のとおりである。
①　１９９０年（平成２年）１１月２日：日韓高速船株式会社（以下、「３セク会社」を設立。
（下関市～釜山市間の運行）資本金２億２千３百万円。出資者は下関市、民間企業、
個人
②　１９９１年（平成３年）２月１９日：前市長泉田芳次は、関西汽船に対し、「今回関西汽
船㈱、加藤汽船㈱共有の『ジェット８』を日韓高速船㈱が傭船するにあたり、４年
間の傭船期間および傭船料の支払いについては、同社に対し契約条項を忠実に履行
するよう強力に指導するとともに、万一問題が生じた場合は同社とともに責任を
もってその解決に努力致します。何卒、日韓高速船㈱の経営は下関市の事業と一体
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と考えておりますことなどをご勘案いただき、格別のご高配のほどよろしくお願い
申し上げます」という内容の確認書を交付。
③　１９９１年（平成３年）３月２９日：第３セクター会社と関西汽船㈱間で裸傭船契約。
　期間　　１９９１年（平成３年）３月２９日～１９９５年（平成７年）３月２８日
　傭船料　１９９１年度（平成３年度）、１９９２年度（平成４年度）は月額２，８３２万５，０００円
　　　　　１９９３年度（平成５年度）、１９９４年度（平成６年度）は月額３，０９０万円
④　１９９１年（平成３年）７月３１日：高速船運行開始
⑤　１９９１年（平成３年）８月２６日：公募により増資：１）資本金４億１，５００万円、２）
新出資者は山口県・下関市内の一般企業
⑥　１９９１年（平成３年）９月２７日：下関市の制度融資（下関市地域活性化資金融資、
市の損失補償）８億円
⑦　１９９２年（平成４年）４月２７日：公募により増資：１）資本金は４億８，８００万円、
２）新出資者は山口県・下関市内の一般企業、３）金融機関からの借入金は３億
８，０００万円
⑧　１９９２年（平成４年）９月２８日：下関市の直接融資（下関市地域活性化事業資金融
資）１０億円
⑨　１９９２年（平成４年）１２月１日：高速船の運行休止
⑩　１９９４年（平成６年）３月１０日：第３セクター会社と関西汽船の間の清算金は４億
６，５００万円で裸傭船契約の解除に合意
⑪　１９９４年（平成６年）３月１０日：第３セクター会社は下関市長に対し、下記の補助
金交付を要請、１）関西汽船との裸傭船契約の合意解除に伴う清算金４億６，５００万円、
２）金融機関からの借入金３億８，０００万円
⑫　１９９４年（平成６年）３月２８日：下関市長、１９９４年（平成６年）第１回定例市議会
に、上記金員を３セク会社に補助金として交付するという補正予算を上程し、可決
される
⑬　１９９４年（平成６年）４月１４日：第３セクター会社に対し、４億６，５００万円を交付
（第１補助金）
⑭　１９９４年（平成６年）５月２５日：第３セクター会社に対し、３億８，０００万円を交付
（第２補助金）
　住民監査請求と住民訴訟の経緯
住民監査請求及び住民訴訟の経緯は、大要、次のとおりである。
①１９９４年（平成６年）４月１８日：第１補助金につき住民監査請求
②１９９４年（平成６年）６月１７日：第２補助金につき住民監査請求
③１９９４年（平成６年）６月１７日：第１補助金交付について監査請求棄却
④１９９４年（平成６年）７月５日：第１補助金交付について訴訟提起
⑤１９９４年（平成６年）７月２１日：第２補助金交付について監査請求棄却
⑥１９９４年（平成６年）８月８日：第２補助金交付について訴訟提起
⑦１９９６年（平成８年）３月２８日：破産の申立
３　訴訟における両者の主張と根拠
　住民側（原告）の主張
住民側の主張、特に、会社の性格づけに対する考え方は、要約すると次のとおりであ
る。
①自治体の出資比率は、設立時は２２．４％、増資後は１０．５％で、山口県と合計しても
２０．５％にすぎず、監査委員の監査対象となる２５％を下回る。
②下関市が一定の主導権を握る形で設立されたが、構想から実現まで一貫して民間主
体の事業体を目指したもので、下関市は単に「企業誘致」に協力するという考え方であっ
た。
③本件企業は、営利性の強い第３セクターの性格である。
④公益性は認められない。その理由は、次のとおりである。１）補助金交付時点では、
営業は停止状態で、休眠会社である。２）高速船就航の再開の可能性は全くない。３）
第１補助金は過去の傭船料等の清算金。４）第２補助金は過去の借入金の返済資金であ
る。
⑤【被告および補助参加人に対する反論の主旨】被告および補助参加人は、本件補助
金を交付しなければ、債権者を犠牲にし、今後の第３セクター方式によるすべての事業
に、金融機関等からの協力が得られないということから、公益性があると主張する。し
かしながら、営利企業の性格の強い本件会社の取引企業は自己責任において企業取引を
するべきである。これらの企業において利益を上げる目算が狂ったとしても、取引企業
の自己責任の問題であり、かかる企業の利益に対する期待を、下関市民の税金により保
護する必要はない。したがって、被告が主張するような公益性はない。
⑥被告は本件補助金の交付を行ったもので、この点につき、故意または過失が存する。
　前市長（被告）および下関市（補助参加人）の主張
前市長（Ｙ被告）および下関市（補助参加人）の主張は、要約すると次のとおりであ
る。
－８２－
第３セクターの経営破綻と経営再建
－８３－
新潟産業大学人文学部紀要　第１８号　２００７．２
①　第３セクターの設立経緯
第３セクターの設立経緯は、大要、次のとおりである。
①Ｙ市長は、下関市港湾局に対し、下関市と姉妹都市の大韓民国釜山市間に、人的、
物的交流の緊密化、下関市経済の発展、浮揚、両市の往来の時間短縮のため、高速船就
航の可能性について、調査を指示した。②下関市港湾局は、１９８７年（昭和６２年）７月、
その実現の可能性は十分あり得るとの、「高速旅客艇就航の可能性について」と題する調
査結果を公表した。③Ｙ市長は、１９８７年（昭和６２年）１２月８日、「関釜フェリー株式会社」
および「釜関フェリー株式会社」に対し、高速船航路の開設について協力を得たい旨の
依頼書を提出した。④下関市議会は、１９８９年（平成元年）３月２９日、泉田市長に対し、
本件事業の早期実現を求める決議を提出した。⑤下関市は、同年６月１日「関釜高速船
計画調査委員会」を設置した。委員会の構成は、「下関市」「関釜フェリー」「釜関フェ
リー」「サンデン交通」の四者からなる。⑥同調査委員会は、１９８９年（平成元年）６月７
日、㈱三菱総合研究所に調査を委託した。⑦ところが、１９８９年（平成元年）７月１日、
JR九州が本件事業と競合する博多・釜山間の高速船運行事業計画を発表したことから、
関釜フェリーが同事業への参加に消極的となったため、関西汽船にも同事業の取組を依
頼した。⑧Ｙ市長は、本件事業を１００％民間出資の会社で経営を考え、その可能性を模索
していたが、打診先に断られた結果、１９８９年（平成元年）９月２５日、Ｙ市長は公的資本
と民間資本を合わせた、いわゆる第３セクター方式を事業主体とし、本件事業を推進す
ることを考え、関係機関に協力要請を行い、関釜高速船株式会社設立準備会として、下
関市が一方的に決定した各１０者（下関市を含む）に対し参画を要請した。⑨下関市は、
１９９０年（平成２年）２月１日、関西汽船の代表取締役を務めた日隈憲太郎を同市港湾局
関釜高速船計画顧問および調査委員会顧問に迎え、同年４月１０日、同市総務部に、助役
を本部長とする本件事業の計画推進本部を設置した。構成員は、全員同市の職員である。
⑩下関市は、１９９０年（平成２年）９月２８日、市が独自に選定した各企業に対し、発起人
解召集の案内文を送付した後、各企業に説明するなど理解を求め、同年１０月２１日に発起
人会を開催するとともに定款作成を行い、同年１１月２日、本件会社の設立総会を開催し、
会社を設立した。
②　本件事業および本件会社の性格づけ
本件事業及び本件会社の性格づけは、大要、次のとおりである。
①本件事業は、下関市の発案により計画された。その主導により実践、具現化したも
のである。本件事業は、終始同市が主導した事業であり、第３セクター方式という事業
の遂行形態はあくまで形式にすぎない。②本件会社は招聘した日隈社長が辞任した後は、
Ｙ市長が取締役会長に、助役が代表取締役社長にそれぞれ就任し、かつ、従業員は、同
市の職員を主要ポストに配置していた。③本件会社の運転資金作りの借入れに必要な連
帯保証人も、下関市自らそれになることは法律上できないため、同市が、「迷惑をかけな
いから」と約束して依頼したものである。④Ｙ市長は、本件会社設立後も、この計画は
山口県並びに下関市にとり、２１世紀を展望しての極めて重要なプロジェクトであるとし、
本市は第３セクターの筆頭株主として、役員その他も派遣し、市の外郭団体に等しい組
織としてとらえ、本件会社、本件事業を同士の外郭団体、あるいは同市の事業といった
一体であるとの位置づけをしている。
③　確約書の締結
本件傭船契約は、関西汽船が乗り気ではなかったことから、Ｙ市長は、関西汽船に対し、
「万一問題が生じた場合は、同社とともに市が責任をもって解決に努力致します」とい
う内容の確約書を１９９１年（平成３年）２月１９日付で差し出し、締結された経緯である。
④　本件補助金交付の目的
本件補助金交付の目的が、本件会社の債務整理にあったことは、被告も否定するもの
ではないが、本件事業は、下関市の事業あるいは同市の事業と一体の事業、ないしは終始、
同市が主導した事業であると、被告および同市のみならず、一般市民、本件会社の役員、
株主、貸付金融機関、関西汽船、連帯保証人等の関係者も同様の認識であると考えられ
る。
したがって、①本件事業が失敗に終わった場合の債務の整理も、下関市がその責任の
下に行うことにより、信頼を維持すべきことは当然のことである。この点が、まさしく
公益性があるという要点である。②このように解さなければ、今後、第３セクターを採
用しての事業に誰からの協力を得られないことは明白である。また、金融機関からの支
援も受けられない。③本件会社の債務を破産法のみにより処理することになれば、第３
セクターを採用している全国の自治体に多大な迷惑をかけ、その協力者に重大な不信感
を与えることになる。したがって、④原告側の「故意または過失が存する」という主張
は否認する。
４　両者の争点に対する裁判所の判断
　本件会社の性格に対する判断
下関市における本件事業に対する性格については、認定された会社設立の経緯と会社
設立後の状況の各事実に、弁論の全趣旨を照らし合わせ、大要、次のように判断された。
被告および補助参加人が主張する下関市の事業として、次のような理由に関しては認
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められた。①下関市は、当初本件事業について、民間企業が従前の事業の拡大として実
施し、同市はそれを財政的に援助するという、企業誘致の一環としての運営を考えてい
たこと、②１９８７年（昭和６２年）当時は、関釜フェリー等の民間企業も積極的であったが、そ
の後、民間企業側が本件事業参入に消極的となったので、第３セクター方式による会社
を設立したこと、③本件会社設立までの必要経費の大部分は同市が負担していることは
認められる。
しかしながら、次のような理由により、下関市の事業あるいは同市の事業と一体的な
事業、同市が主導した事業であるとは認められないと判断された。
①調査委員会の出資金は、同市と民間企業三社が各自４分の１の４００万円を負担して
いる、②本件事業は、運行初年度から黒字が出るという㈱三菱総合研究所の報告書もあ
り、すでに高速船就航前から利益が出ると予測されていた、③同市財界からもＹ市長に
対し、同事業の推進の要請があったという事情を考えると、同士のみが積極的で、他の
民間企業は消極的であったとはいえない、④しかも、本件会社に対する下関市の出資比
率は、設立当初でも２２．４％である。１９９１年（平成３年）８月の増資に同市は新株の引き
受けをしなかったので、出資比率は１１．９％に、１９９２年（平成４年）４月の増資でも同市
は新株の引き受けをしなかったので、出資比率は１０．２５％に減少している。山口県の出
資を合わせても、２０．５％にすぎない。第３セクターの性格は、自治体の出資比率が４分
の１を超えるか否かのみにより決定されるものではないとしても、「当該普通地方公共
団体が資本金の４分の１以上を出資している法人に対しては、その普通地方公共団体の
監査委員の監査が及ぶ」とされる、地方自治法第１９９条７項、同法施行令第１４０条の７第
１項の趣旨を考慮すれば、本件会社は、自治体ないしはそれと同視し得るものとは異な
り、民間企業的性格を有するものといえる。
　本件会社の性格づけ
ところで、被告および補助参加人は、①本件会社設立までの必要経費の全額負担、②
その後の財政援助、③役員や職員の同市からの派遣、④他の役員もＹ市長からの要請に
よることなどをあげ、下関市の事業あるいは同市の事業と一体的な事業、同市が主導し
た事業であると主張する。
しかしながら、①本件会社は下関市と民間企業が出資した株式会社で、同市の行政組
織とは無関係である。②本件事業は、旅客運送業という営利を目的とするものである、
③高速船の運航により利潤をあげることができなければ、同市と釜山市との人的、物的
交流の緊密化、下関市の発展、浮揚等という、当初の目的すら達し得ないものであった
ことなどを考慮すると、本件事業の性格は、下関市の事業あるいは同市の事業と一体的
な事業、同市が主導した事業であるとはいえない、と判断されたわけである。
また、Ｙ市長が関西汽船に送付した本件確約書には、「日韓高速船会社の経営は、下関
市の事業と一体で考えております」との内容が記載されていることを踏まえ、同確約書
の性格が内簡文書であることに照らすと、この文書の存在自体をもって、本件会社の性
格を決定づけるまでの法的効果有するとは解されない、と判断されたわけである。
　本件補助金交付の経緯
下関市からの本件補助金交付については、前述の補助金交付の経緯の各事実に加え、
大要、次のような事実が確認された。
①本件会社は、１９９１年（平成３年）７月３１日、高速船の運航を開始したが、本件船舶
が航行区域を沿岸海域（限定）とする船を国際高炉用に改造したもので、玄界灘を航行
するに適しない事情等から欠航が多く、当初から経営は厳しかった。そこで、運転資金
調達のため、前記各増資のほか、金融機関から合計１１億８千万円を借入れた。それでも、
業績は好転せず、１９９２年（平成４年）６月には当期損失を計上した。同年９月末は、消
席率は２２．６９％、就航率は７５．９３％と低迷を続けた。その後も、運行を続ければ続けるほ
ど、赤字が累積する状態が続き、同年１２月１日をもって高速船の運航を休止した。
②本件会社は、高速船の運行休止に当たり、関西汽船に本件船舶の返船を申し入れた。
その結果、本件会社は関西汽船に対し４億６，５００万円を支払うことにより、本件裸傭船契
約の合意解除する旨の確認書が作成され、覚書が交換された。
③その後、１９９４年（平成６年）３月３１日当時、本件会社の負債合計は、金融機関から
の借入金２１億８千万円と本件裸傭船契約の解約金４億６，５００万円の合計約２６億５千万円
であった。これらのうち、１０億円は下関市が直接貸し付け、また８億円は同市の損失補
償付きであり、同市が負担しないものは３億８千万円であった。他方、本件会社の売上
げおよび収益は、高速船で運休した１９９２年（平成４年）１２月１日以降全くない状態であっ
たことから、本件会社では、解約金および借入金を支払うためには、下関市からの補助
に頼る以外資金捻出の方法がないとして、１９９４年（平成６年）３月１０日、同市長の被告
Ｙに対し、本件補助金の交付を要請した。
④要請を受けた被告は、１９９４年（平成６年）第１回定例市議会に、合計８億４，５００万円
の金員を、本件会社に対する本件補助金として交付するとの補正予算を上程し、同年３
月２８日に可決を得て、同年４月１４日に、第１補助金（４億６，５００万円）を、同年５月２５日
に、第２補助金（３億８，０００万円）を、それぞれ交付した。
　本件補助金交付の公益性に対する判断
本判決では、本件補助金交付の公益性について、事実関係に基づき、本件補助金交付
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における公益性の有無について検討する必要があるとし、主観的のみならず、客観的な
面からも肯定されなければならないと解されるので、補助金交付により、当該自治体の
住民の利益との間における因果関係の有無について検討すべきである、次のように判断
された。
①本件補助金の交付当時、本件会社は、唯一の収入源である高速船の運航を既に１年
４か月以上休止しており、裸傭船契約の解約により運行再開の見込みも全くなくなって
いたのであるから、これを再開することによる地域の活性化や下関市住民の利便性を高
めるという本来目指していた利益は存在しないたことは、被告および補助参加人は争っ
てはいないこと、②本件補助金を本件会社に交付したことにより直接利益を受けたのは、
訴外人の関西汽船および認定された借入金の連帯保証人らであるが、これら連帯保証人
らは、いずれも営利を追求する法人や個人であるので、これらのものに利益を与えるこ
とによって下関市の住民福祉の増進が図られるわけではないこと、③被告および補助参
加人は、下関市の信頼の維持が、まさしく公益性である。本件補助金を本件会社に交付
しなければ、第３セクター事業に、誰からの協力も得られないと主張する。しかしなが
ら、本件補助金の交付当時、下関市において、新たな第３セクター事業の計画は存在し
ないので、民間の信頼もつなぎ止める必要があったという事情は認められない。した
がって、信頼の維持も抽象的なものにすぎず、実体を伴ったものではないこと。④第３
セクター方式による会社の事業が、営利企業的性格のみならず公共性を有していること
から、当該会社に出資し、ある程度採算を度外視して参入せざるを得ない部分があると
は否定しない。しかしながら、補助金の財源は、当該自治体の住民が納付した税金であ
る上、第３セクターに民間企業が参加する場合は、その自己判断と責任の下に、危険を
負担することも当然あり得ることを前提に営利の追及をしていることは、経済法則に照
らし、自明の理であることを考慮すると、かかる補助金の交付のすべてに公益性がある
とは到底解し難いこと。
これを本件についてみると、下関市は、本件補助金交付の要請があった１９４９年（平成
６年）３月の時点で、本件会社に対し、すでに、１０億円の直接融資および８億円の損失
補償付き合計１８億円の融資措置を行っている。しかも、本件会社は長期にわたる赤字の
累積から、この１８億円が回収される可能性は全くなると、かかる補助金の交付のすべて
に公益性があるとは到底解しがたいこと。これを本件につい状態であったことが認めら
れる。
したがって、この時点で、本件会社に対し、さらに本件補助金合計８億４，５００万円を投
入したとしても、そのことによって本件会社が立ち直り、高速船の運航が再開される見
込みはまずない状況に陥っていたにもかかわらず、このような対応がなされてことは、
経済的な面も含め不毛な措置であったものといわざるを得ないこと。結局、下関市民に
とって、８億４，５００万円もの巨額な税金が、住民福祉の増進のために使用されないままに
失われる結果となり、納税者たる同志住民の被った損失は、決して看過し得ないと解さ
れること、⑤被告および補助参加人が本件補助金の交付に公益性が存する理由としてあ
げる、第３セクターを採用している全国の自治体に多大な迷惑をかける旨の主張は、前
記の因果関係の有無とはおよそかけ離れた事柄で、失当といわざるを得ないこと。
このような検討結果などからすれば、本件補助金の交付は、公益性の要件を満たして
おらず、したがって、違法であることを免れないというべきである、と判断されたので
ある。
　本件補助金交付の過失の有無に対する判断
Ｙの故意または過失の有無については、本件補助金の交付は、下関市の信頼の維持が、
まさしく公益性であるとの認識に立つものと認められ、被告および補助参加人は主張し
ているが、被告は当時の下関市市長として、故意はともかく、本件補助金の交付が公益
性の要件を満たしていないと認識すべきことにつき、少なくとも、公益性の要件に該当
しない事由をそれに当たると誤信したことにつき、過失があったというべきである、と
判断されたわけである。
　本件の判決
本判決は、これら認定された過失に基づき、本件会社に対する違法な本件補助金の交
付をなしたという不法行為により、下関市に対し、本件補助金相当額の損害を与えたも
のと認められるとし、下関市に代位した原告らの損害賠償請求を認容し、被告前市長Ｙ
に対し、不法行為に基づく損害賠償として、本件補助金相当額８億４，５００万円を下関市に
支払うよう命じた。
５　判決にみる今後の課題
　本件事件にみる経営破綻要因と対応措置の問題
本件の争点は、①本件会社に対する本件補助金の交付が、公益性の要件を満たさない
ものとして、違法となるか否か、また②本件補助金の交付に関し、被告Ｙの前市長に故
意または過失があったか否かの２点に集約される。原告、被告双方の主張を鑑みて、判
決は前市長Ｙ被告に対し、下関市に対し損害を与えたとして、巨額な支払いを命じたわ
けである。
本件事件においては、次の３点、すなわち、①株式会社三菱総合研究所の調査結果に、
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過度に依存し過ぎたこと、②情報開示の不足による対応措置が遅延したこと、③事業中
止の勇気のなさが問題を拡大したこと、が事業破綻した最大の要因であると考えられる。
中でも、「㈱三菱総合研究所の調査結果に、過度に依存し過ぎたこと」は、極めて大きな
問題であるといわざるを得ない。この間の事情は、次のように事実認定されている。
①下関市は、１９８９年（平成元年）６月、「下関市」「関釜フェリー」「釜関フェリー」
「サンデン交通」の四者からなる「関釜高速船計画調査委員会」を設置し、②同調査委
員会は、１９８９年（平成元年）６月７日、㈱三菱総合研究所に調査を委託した。ところが、
③１９８９年（平成元年）７月１日、JR九州が本件事業と競合する博多・釜山間の高速船運
行事業計画を発表したことから、関釜フェリーが同事業への参加に消極的となったため、
関西汽船に対しても同事業の取組を依頼する中で、本件事業の推進にあたっては、民間
企業の誘致を図るという方針から、公的資本と民間資本による第３セクター方式による
事業主体により、本件事業の推進を図るというように方向転換されたが、その際にも、
民間企業が中核となる形での運営が考えられていた。一方、④１８８９年（平成元年）１２月
に、㈱三菱総合研究所から、「ジェットフォイルは、需要量、採算、財務評価のいずれで
見ても実現可能性のある船種で、関釜間に就航させた場合、財務的に相当有利であり、
運行初年度から黒字の見込みになる」という趣旨の調査報告書が提出され、下関市も、
本件事業計画調査費補助金８００万円を議決した、とある。
このように、三菱総合研究所の調査結果は、本件事業の推進において、下関市の方針
の転換およびそれに伴う第３セクター方式による事業会社の設立など、その果たした役
割は、極めて大きいといえる。
結果論ではあるが、すでに、JR九州が本件事業に先立ち、競合する強大な経済圏であ
る福岡博多経済圏を背景に博多・釜山間の高速船運行事業計画を発表したことから、下
関市および関門海峡周辺後背地域の経済圏を含めて考えても下関・釜山間の高速船の運
行は、極めて厳しい前途多難な状況が待っていると考えられても不思議ではない。この
間、関釜フェリーが同事業への参加に消極的となったとあるが、当然のことである。
相当に手強い競合相手となる博多・釜山間の高速船が就航されれば、下関・釜山間の
旅客需要（需要予測）は著しく減少を被ることになりその影響は甚大であり、博多・釜
山間航路に太刀打ちすることは極めて困難となることが予想されたにもかかわらず、
「運行初年度から黒字の見込みになる」という趣旨の調査報告書が提出されたことを受
けて、本件の事業が推進されたわけである。正常な経営感覚であれば、福岡・博多経済
圏との競合は相当に厳しい状況となる、と危惧されて当然である。関釜フェリーのよう
に、事業の採算性や経営見通しに慎重になり、事業実施が消極的にならざるを得ないこ
との方が、より正常な経営認識であるといえる。現在、同調査報告書が入手困難である
ので詳細な検討は不可能であるが、恐らく旅客需要量が過大・過剰に積算されたことに
より、「運行初年度から黒字の見込みになる」という趣旨の結論が出されたものである、
と推定される。
したがって、下関市がこの調査報告暑を全く鵜呑にして経営方針を樹立したことが、
経営破綻の最大の要因であるといってよい。また、事業悪化や経営危機に伴う対応措置
として、民間企業側および行政側の双方がほとんど適切な対応を検討していなかったこ
とが、その後の問題を大きくした要因であると考えられる。
本事件は、このように、自治体行政における過信や誤謬に伴う公共政策に対する警鐘
として捉える必要がある。このような過信や誤謬については、偏に、日韓高速船問題に
限らずに、事業・経営破綻した第３セクターに本質的に共通した問題であるとともに、
自治体行政における公共事業や公共政策においても、同様の問題が内在化、内包してい
るということについては、一層の注意を払う必要がある。
　自治体行政における政策決定過程の議論の必要性
近年、バブル経済の崩壊に伴い、いわゆる第３セクターが経営破綻する事例が散見さ
れる。これら第３セクターの事業破綻、経営破綻における破綻処理の方法が大きな問題
となっている。本判決は、経営が破綻し、事業の再開が見込めない状況に陥った第３セ
クターに対する補助金の交付を違法と判断したものであることから、自治体関係者等に
与える影響は大きいものと考えられる。
本判決は、自治体の首長個人に対し、８億４，５００万円という高額の損害賠償金の支払い
を命じたものである。昨今の住民訴訟の増加傾向から、自治体の首長その他職員が、そ
の行政事務の遂行にあたり、過度に萎縮してしまうのではないか、との指摘も一部にあ
る。
また、本判決を契機に、住民訴訟制度をめぐる立法論的な議論にまで発展するとみる
向きも、一部にあるといわれる。確かに、近年の住民監査請求や住民訴訟が多発する傾
向にある中で、中には、本質を逸脱しているものもあるかもしれない。また、住民投票
制度に過度に依存することは、議会制民主主義および議会を軽視しすぎているという意
見があることは、十分理解できる。
しかしながら、第３セクター問題に限らず、自治体行政における公共事業や公共政策
の在り方については、住民の側から首長・行政当局や議会に対し、さまざまな意見や考
え方が提起されることについては真摯に受け止める必要がある。今後、推進される地方
分権社会においては、自らの行動やその及ぼす影響については自己責任の原則の下に、
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地域住民が自ら責任を負うということを強く認識すべきであるという観点からすれば、
あながち、悪い面ばかりが目立つというわけではない。その意味では、地域住民による
成熟した民主主義社会の出現の過渡期の現象である、と捉えることもできる。
いずれにしても、地方分権時代における自治体の政策決定過程においては、さまざま
な角度より、種々の議論を十分に行う必要があるということを示唆したという観点から
すれば、自治体関係者等に政策決定過程に対する慎重でかつ十分な情報公開をする必要
があることについて、強く警鐘を鳴らした事件である位置づけられる貴重な判決である。
Ⅳ　三重県紀伊長島町・紀伊長島レクリェーション都市開発㈱―経営危機に
瀕した第３セクターを解散し、民間企業主導により事業再建した例―
１　「レクリェーション都市」整備構想と第３セクターの設立
「レクリェーション都市」構想とは、『新全国総合開発計画』（１９６９年：昭和４４年５月
３０日閣議決定）において、計画・構想されたものであり、大都市圏およびその他の都市
圏域から生ずるレクリェーション需要を充足するために、選択制に富んだ各種のレク
リェーション施設を大量に整備しようとするものである。１９７１年（昭和４６年）１２月１０日、
建設省において「レクリェーション都市整備要項」が決定された。
この「レク都市」の整備規模は、概ね、１千 ha 程度が想定されており、整備区域は、
１か所に集約されることが望ましいとされている。ただし、設置される地域の実情に
よっては、２００ha以上の面積をもつ２か所以上の地区に分けてもよいとされている。収容
能力については、最終的には、１日最大延べ人数で、１０万人程度が目標となっている。
この「レクリェーション都市」を整備するにあたっては、民間の開発エネルギーを有
効に活用するため、自治体と民間企業との協力方式によって、「都市計画公園事業」とし
て、一元的、計画的に整備することになっている。この事業を推進すると同時に、管理・
運営する事業主体については、当該自治体に加え、関連企業、および農業・漁業協同組
合等の地域経済団体等の参画を得た「第３セクターを設立しなければならない」とされ
ている点が大きな特徴である。
この第３セクターは、自治体と協力し全体の開発運営にあたり、都市計画公園におけ
る「公営施設区」と、一体的に計画される「民営施設区」の土地を計画的に取得し、都
市計画公園事業の認可（使用許可、占有許可等）を受け、施設等の管理・運営を行なっ
ている。
現在、「レクリェーション都市」整備構想は、１９７０年度（昭和４５年度）より着手された
三重県の「熊野灘レクリェーション都市」の管理・運営を行なっている「紀伊長島レク
リェーション都市開発㈱」が設立され活動しているほかに、①千葉県には「千葉県レク
リェーション都市開発㈱」、②愛媛県には「南予レクリェーション都市開発㈱」が設立さ
れ、それぞれ「レクリェーション都市」の整備推進と施設の運営管理がなされている。
２　累積赤字の増大により旧会社の清算・解散と新会社による再出発
「熊野灘レクリェーション都市基本計画」は、１９７０年（昭和４５年）６月に策定された。
この基本計画では、「レク都市」の核になる大規模な都市公園地区を海岸線に沿って設
定し、これを囲むように、その後背地に休養施設、宿泊施設、および各種サービス等の
休泊地区、保全地区を配置し、「人間と自然との調和」「地域社会との強調」「秩序ある開
発」の三点を基本理念として、年間２３０万人の入込客に対応した、「公共と民間の協力方
式」による、新しい都市づくりが目標とされた。
この「熊野灘レクリェーション都市」の整備を推進するために設立された第３セクター
会社が、紀伊長島レクリェーション都市開発㈱（旧会社）である。この紀伊長島レク
リェーション都市開発㈱は、１９７１年（昭和４６年）１２月に、資本金１億円で設立された。
その後、１９７５年（昭和５０）年には片山池地区に「レストランまんぼう」が整備され、
１９８０年（昭和５５年）には城ノ浜地区に「レクリェーションホテル」が整備されるなど、
漸次、諸施設が建設整備され、営業活動が開始された。
しかしながら、この間、オイルショック等の社会経済諸情勢の影響を被るなど、大幅
な赤字が生じ、会社は経営難に陥った。そのため、旧会社は、１９８３年（昭和５８年）１月
に、累積赤字等の債務の清算を行うため、一旦、解散処分された。
その後、同年３月、株主の名古屋鉄道㈱が、「累積赤字等の債務の肩代りを行うと同時
に、役職員の出向派遣を行うこと」など、強力な支援措置を行い、経営再建を目指した。
その際、資本金額は大幅に増資され、資本金４億円の新会社が改めて設立され、再出発
することになった。
新会社の社名は、旧社名と同じ、紀伊長島レクリェーション都市開発㈱である。
このように、紀伊長島レクリェーション都市開発㈱は、一度累積赤字を解消するため、
解散・倒産の手続きが採られた後、これまでの債務を清算した上で、新たに新会社とし
て設立されたのである。この新会社は、名古屋鉄道㈱による債務肩代わりや役職員の出
向派遣など、強力な支援および資本金増資を得て再建されたわけである。
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３　事業概要と会社概要
「熊野灘レクリェーション都市」の現在の整備状況は、片上池地区および城ノ浜地区
の公園施設が整備され、それぞれ供用開始されている。
「熊野灘レクリェーション都市」の施設概要および施設計画は、表１－①および表１
－②に示すとおりである。
これらの施設の中では、「ホテル」、「レストハウス」、「コテージ・別荘」施設等は、当
初の段階より同社が管理運営してきたものである。
１９８７年度（昭和６２年度）からは、野外劇場、体育館等が供用開始（施設整備は県が担
当実施する）されたことに伴って、これら体育館、プール、野外劇場等については、三
重県より管理許可を受け、同社が一括して管理運営を行っている。
また、１９９１年（平成３年）には、三重県がオートキャンプ場施設を整備するなど、一
層施設の充実が図られた。このオートキャンプ場施設の管理運営についても同様、同社
が一括して管理運営を行っている。現在、「５つ星」に輝くオートキャンプ場施設として
『孫太郎オートキャンプ場』（カンムリウミスズメ）の愛称で親しまれている。
株主は、筆頭株主の名古屋鉄道をはじめ、三重県、長島町をはじめ、合計１８社・者で
ある。代表取締役社長は、名古屋鉄道㈱の取締役副社長が兼務している。また、役員は、
会長・社長・取締役および監査役は２５名で構成されている。施設は、職員約４０名で運営
管理している。
第３セクター会社の事業部門は、施設・機能により「ホテル部門」「レストハウス・ま
んぼう部門」「プール部門」「海水浴部門」「森林管理部門」の５つ事業部門に分かれてい
る。
会社概要は、表２に示すとおりである。
４　経営状況の好転と今後の事業計画予定
紀伊長島レクリェーション都市開発㈱は、当初赤字経営が続き経営危機に陥ったため、
事業は、１９８３年（昭和５８年）に一度中止され、会社は解散・倒産した。その後、名古屋
鉄道の強力な支援を得る一方、三重県が一段と力を入れて魅力ある「レク都市」の諸施
設整備を図った結果、入込客は近年増加する傾向を示し、経営状態は好転し、経営基盤
は安定化しつつある。「レク都市」の整備にあたっては、今後とも、県、長島町などの協
力を得て、施設整備の充実を図っていく、といわれる。
一方、１９８８年（昭和６３年）７月９日に、「三重サンベルトゾーン」が『総合保養地域整
備法』の第一号として承認され、当地域は「重点製備地区」に指定されたが、この指定
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表１－②　ブロック別の施設計画
施　　設　　内　　容施設地点開発拠点
健全なレク活動の啓発指導機関の開発値の高いリゾート施設の開発
ボート・ヨットの総合基地および周辺地の開発
内水面の釣センターおよび舟遊び
インフォメーション・流通・医療等のレク都市の中枢機関および漁
業関係施設の整備
城 ノ 浜
名 倉
片 上 池
長 島
城 ノ 浜
地 区
リゾートホテル群
学童を対象とする宿泊施設
宿泊施設群
臨海研究所および釣愛好者のための宿泊施設
諏 訪
海 野
古 里
道 瀬
諏訪古里
地 区
リゾート施設群による、リゾートコミュニティの中心的機能化
海中公園への基地機能の強化
寮・別荘群の開発およびスポーツ施設の充実
豊 浦
三 浦
玉 津
三 浦
地 区
運動施設、キャンプ場等都市公園施設の設置大 白大白地区
出所：上掲書、１１１頁
表１－①　施設概要
熊野灘レクリェーションホテル
和室１０室、洋室１０室
レストラン１００席、宴会場１０５畳３０畳
洋宴会場２７７㎡
喫茶ルーム、バーラウンジ
バーベキューコーナー、２ヶ所
城の浜フィットネスホール（総合体育館）
アリーナ３４×３８ｍ、柔剣道場３４×１５ｍ
テニスコート９面
パターゴルフ場９ホール
海水浴場
プール５０ｍ公認コース、２５ｍベビープール
ジャンボスライダー１２０ｍ　２レーン付
遊歩道　全長２㎞、アスレチック遊戯多数
ちびっ子広場（スカイサイクル、小動物園）、その他遊具
屋外ステージ
多目的広場
その他
出所：出井信夫『第三セクタービジネス』（日刊工業新聞社、１９９０年）１１１頁
表２　会社概要
紀伊長島レクリェーション都市開発株式会社会 社 名
三重県北牟婁郡紀伊長島町東長島３０４３-４所 在 地
昭和５８年３月　新会社設立設立年月日
４億円資 本 金
勝田秀男代 表 者
名古屋鉄道 ３９．５％　　三重県 ２５．０％
紀伊長島町 １５．０％　　その他
主な出資者と
比 率
ホテル・レストラン経営管理、プール管理、森林管理等主な営業内容
出所：上掲書、１１０頁
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に伴い、一段と「レク都市」整備が推進されてきた。同社では、今後ともより一層の経
営の安定化を図るために、次のような整備事業が推進されるとともに、新たな施設整備
事業計画が予定されている。
①　城ノ浜地区の中心施設であるホテルを経営的に軌道に乗せるために、名古屋鉄道
は、人的および物的援助を続ける。
②　中心施設のホテルの大浴場や和室等の大改築を行ない、引続き洋室等の改装を
行った。
③　開業当初は５棟あったコテージを２０棟増設し２５棟と充実した。また、当初の古い
タイプの５棟については改築した。
④　漁業権等の難しい問題等はあるが、県との共同事業として、海域を利用して海中
公園、マリーナと等の整備を推進していく予定である。
⑤　城ノ浜の周辺地域で、別荘の分譲開発事業等を検討していく。
５　孫太郎オートキャンプ場施設整備の特徴
「孫太郎オートキャンプ場」は、将来の多様化するため、周辺地域の観光ならびに熊
野灘レクリェーション都市施設のストックを活用しながら、国際リゾート（三重サンベ
ルト）東紀州の核として長期滞在施設の一環となる施設として位置づけられている。と
同時に、今後のオートキャンプネットワークの形成、充実に向けて、その中核的施設と
して先導的役割が期待されている。オートキャンプ場の施設開発の基本コンセプトは、
次のように設定されている。
①　ホテル並みのサービス水準が受けられる海岸オートキャンプ基地
②　前面の海岸との一体的利用、周辺施設用のベースキャンプ
③　閉鎖的空間（基本的に利用者の門限がある）を生かした安全で静かな環境
「孫太郎オートキャンプ場」は、三重県の県営施設として国庫補助事業により実施さ
れた。工事は、１９８９年（平成元年）に着工し、施設全体は１９９１年度（平成３年度）に完
成した。オートキャンプ場用地は、名古屋鉄道㈱が所有していた用地であり、三重県に
無償貸与された土地であるが、この土地が公園区域に編入されたものである。
オートキャンプ場は、海岸に沿って、テントサイトが広がり、絶好の場所に立地して
いる。このオートキャンプ場には、AC電源付のキャラバンサイトや区画サイト、設備の
整った管理棟などの施設から構成されている安全で快適なオートキャンプ場である。
日本で初めて、オートキャンプ場施設として、「５つ星」のランクに輝いた施設である。
このように、孫太郎オートキャンプ場は、すでに整備されている熊野灘レクリェー
ション都市の「ホテル」「海浜プール」「テニスコート」「体育館」「コテージ」「多目的広
場」等の諸施設との連携を図ると共に、「快適で安全なホテル波のサービスの提供」を推
進することにより、オートキャンプ場の一層の利用者の増加を図ることが目標とされて
いる。
Ⅴ　新潟県新潟市・新潟ふるさと村㈱―経営危機に瀕した第３セクターを
出資自治体の主導により事業再建した例―
１　事業化の経緯
　新潟県有地の跡地有効活用策
旧新潟県西蒲原郡黒埼町は、新潟県の県庁所在都市である新潟市に隣接している。信
濃川が東端を流れ、新潟平野の真中にある平坦地で、新潟では降雪量の少ない地域であ
る。
近年、新潟市のドーナツ化現象の影響を受け人口増加と地域連携を強化するため、新
潟市に合併された。「新潟ふるさと村」は、旧新潟県運転試験免許場の跡地に施設整備さ
れたものであり、北越自動車道・新潟西 ICより約１０分の好立地条件に位置している。
また、１９９３年（平成５年）４月には、建設省が指定する「道の駅」に登録され、利用
者に対し快適な休憩と質の高いサービスを提供している。
　事業化の経緯
㈱新潟ふるさと村は、１９８８年（昭和６３年）７月、新潟県と県内全市町村および民間企
業の出資参加を得て、資本金３億円（県３０％、全市町村２０％、民間５０％出資）で設立さ
れた、第３セクター方式による事業会社である。
事業費総額は、土地購入費を除き、約５３億円に達する。このうち、①新潟県が自治省
の「ふるさとづくり特別対策事業債」（１９８８年度：昭和６３年度指定の地方債）の適用を受
けて３０億円、②㈱新潟ふるさと村は「地域総合整備事業債」（地方債）の適用および北海
道・東北開発公庫、民間金融機関等からの融資２３億円を得て施設整備された。
　事業化の特徴
この事業は、１９８８年（昭和６３年）から１９９１年度（平成３年度）にかけて、旧新潟県運
転試験免許場の跡地に、㈱新潟ふるさと村と新潟県によって（土地購入費を除く総事業
費は約５３億円である）、「新潟ふるさと村」の施設整備が行われた。新潟ふるさと村の管
理運営について、１９９４年（平成６年２月）までは、新潟県と㈱新潟ふるさと村によって
行われてきた。
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ところで、新潟ふるさと村は、１９９２年（平成４年）に佐川急便事件追求の過程で佐川
急便から１０億円の無利子融資が行われていたことが発覚して問題となった。
その一方で、約４億６千万円の累積赤字を抱えていたことが表面化し、経営の行き先
に大きな懸念が持たれた。
この経営再建対策として、第３セクターの出資者でもある新潟県は、１９９３年（平成５
年）６月に、約４１億円を支出し、佐川急便への１０億円返済の肩代わりや第３セクター所
有の土地・建物などの資産買上げを骨子とした経営再建策をまとめた。
しかしながら、一企業への突出した税金の支出に対し、県民から強い批判を浴びた。
そのため、新潟県は９月県会では、この１０億円の肩代わり提案を見送った。
その後、再度１２月県会に上程し、再建案はようやく可決された。この結果、新潟県は、
１０億円返済の肩代わりと第３セクター所有の土地・建物を購入すること（土地２０，７００㎡、
建物５，８８１㎡）により、第３セクターの経営負担の軽減化を図ることが可能となった。
新潟県は、第３セクターの土地・建物を１９９４年（平成６年）２月１日に購入した。
したがって、１９９４年（平成６年）２月以降は、事業主体は新潟県に変更されたわけで
ある。
その結果、管理運営方法については、「アピール館とその付帯施設」は新潟県観光協
会が新潟県から管理委託を受けて管理運営を行う一方、「バザール館」は㈱新潟ふるさと
村が新潟県の使用許可を受けて管理運営を行うという管理運営方式に変更された。
この経過については、図３－①～②および表３に示すように要約される。
２　事業概要・施設概要
　事業概要
「アピール館」を管理運営している新潟県観光協会は主として次の事業を行ってい
る。
①　新潟ふるさと村の宣伝広報・誘客活動の実施
②　アピール館および新潟ふるさと村共有施設の管理・運営
③　新潟県の広域観光に関する情報の収集、宣伝および案内事業
④　道の駅に関する業務
一方、「バザール館」を管理運営している㈱新潟ふるさと村は、次の事業を行っている。
①　新潟県の農産物、畜産物、水産物並びにそれらの加工食品等の販売及び宣伝事業
②　新潟県の民芸品、工芸品、観光土産等の販売及び宣伝事業
③　新潟県の広域観光に関する情報の収集、宣伝及び案内事業
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出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』
（地域計画研究所、１９９８年）１６１-１６２頁
図３－①　新潟ふるさと村の事業再建過程
（民間側の対応）（公共側の対応）
昭和６３年会社設立
民間企業５０％←㈱新潟ふるさと村資本金３億円→新潟県３０％
全市町村２０％
↓
昭和６３年～平成３年７月
㈱新潟ふるさと
村２３億円
←施設整備期間→新潟県３０億円
↓
平成３年７月
新潟ふるさと村オープン
持株会社の不正
問題が発生↓
↓平成３年７月～平成５年６月
持株会社（佐川
急便）からの無
利子融資１０億円
←
新潟ふるさと村の累積赤字約
４．６億円
㈱新潟ふるさと村の持株会社
（佐川急便）の汚職、無利子融
資発覚新潟県による経
営再建案の提案
↓
約３１億円による
第３セクター資
産の購入と佐川
急便への１０億円
返済の肩代わり
平成５年６月
新潟ふるさと村の経営再建案の
検討→
↓
平成５年９月
→
新潟県が議会で
１０億円肩代わり
を提案 ９月県議会で提案は否決される
↓
平成５年１２月
→
新潟県の支援措
置約４１億円 １２月県議会に再提案される
再建案は可決される新潟県が１０億円
返済の肩代わり
と約３１億円によ
る第３セクター
資産の購入
↓
↓
↓
↓
←
平成６年１月～２月
→
佐川急便の保有
株３千万円を新
潟県が取得 持株会社が２５社
から２４社に変更
㈱新潟ふるさと村の出資者の構
成が一部変更
↓
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④　各種セレモニー、パーティ、会議、催事等の企画、設営、管理、運営の請負業な
ど
　施設概要
敷地面積は約６．４ha（６３，５９９㎡）である。この用地の所有者の内訳は、県有地５４，５４３㎡、
町有地７６４㎡（道路敷）、国有地９，６８４㎡（河川占用）である。
施設概要は、表４に示すとおりである。
　アピール館の概要
アピール館は、穀倉地帯・新潟の米蔵をイメージしてつくられた新潟県の観光プレゼ
ンテーション施設である。「ふるさと新潟と暮らしの変遷」を展示テーマに、３階よりス
ロープを降りてくると、《明治～大正～昭和》への移り変りが再現され、体感することが
できる。
イベントホール中央には、新潟の生活史１００年を交通機関の変遷で紹介するシンボル
タワーも登場する。
　バザール館の概要
バザール館は、大正ロマンのなまこ壁を模してつくられた新潟県の物産振興拠点施設
である。ふるさと新潟が、全国に誇れる酒・米・魚などの自慢の味覚や県内市町村の特
産品、伝統工芸品などを一同に取り揃え販売している。また２階の飲食店街では、新潟
の自慢の寿司・蕎麦・焼肉、さらに炊きたてのコシヒカリや淡麗辛口の地酒などが存分
出所：前掲書、１６１-１６２頁より作成
図３－②　新潟ふるさと村の事業再建過程
↓
平成６年２月
新潟県観光協会
が管理運営
アピール館
付帯施設
㈱新潟ふるさと村
が管理運営
バザール館
↓
平成６年１２月～平成７年３月
新潟県の支援による施設の改修
工事が行われる
↓
←
平成７年１２月
持株会社が２４社
から２３社に変更
㈱新潟ふるさと村の出資者の構
成が一部変更
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表３　新潟ふるさと村の事業変遷
（昭和６３年～平成６年２月）
バザール館アピール館および付帯施設施設
新潟県・㈱新潟ふるさと村
管理運営主体
設備整備事業主体
自治省ふるさとづくり特別対策事業昭和６３年度
指定（起債）
資金調達方法 地域総合整備事業費（起債）
北海道・東北開発公庫（融資）
民間資金（金融機関や民間企業からの融資）
新潟県・㈱新潟ふるさと村当時の土地所有者
一部民有地のみ買収用地取得方法
新潟県・一部民有地従前の土地所有者
（平成６年２月～）
バザール館アピール館および付帯施設施設
㈱新潟ふるさと村㈱新潟県観光協会管理運営主体
新潟県
設備整備事業主体
現在の土地所有者
・付帯設備については、表４施設概要参照
出所：前掲書、１６３頁
表４　施設概要
内　　容面　　積施 設 名
歴史、文化、観光情報の総合紹介施設３，３５１㎡・アピール館
花に囲まれた遊びの施設６６７㎡・グリーンハウス
錦鯉の池と植栽による日本庭園５，８００㎡・ふるさと庭園
四季の花畑７，５８６㎡フェスティバルパーク花畑
河川敷花畑９，６８４㎡リバーサイドパーク
新潟県特産品の販売と代表的味覚の提供施設５，９４１㎡バザール館
多目的広場７，５８６㎡フェスティバルパーク
雁木風連絡通路２，２３７㎡コロネード
大型バス３０台　自家用車３５０台１６，４９０㎡駐車場
２ヵ所３２５㎡野外トイレ
中央広場７５４㎡プラザ（イベント広場）
（・印は平成６年４月１日から無料となった施設である。それ以前は有料であった。
アピール館・バザール館以外の施設については、付帯施設となっている。）
出所：前掲書、１６４頁
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に楽しめる。
　施設整備費と資金調達方法
新潟ふるさと村の施設の総事業費は約５３億円である。所要の資金調達は、①自治省ふ
るさとづくり特別対策事業債（昭和６３年度指定分）が３０億円、②地域総合整備事業債
（地方債）、③北海道東北開発公庫（融資）や民間資金（金融機関や民間企業からの融
資）が２３億円である。
施設の管理運営については、アピール館を管理運営する新潟県観光協会の運営財源
は、新潟県が設立した社団法人の性格上、すべて新潟県からの管理運営委託費で賄われ
ている。
一方、バザール館を管理運営する㈱新潟ふるさと村は、株式会社の形態をとる第３セ
クターである。新潟県をはじめとする自治体と民間企業の出資金および事業収入により
賄われ、出資者は、一株５万円の株主となる。株主の構成と割合は、新潟県が３０％、旧
黒埼町を含む新潟県内の全１１２市町村が２０％、民間企業が５０％である。
また㈱新潟ふるさと村は、出店している１２店のテナントから賃貸料を徴収している。
３　会社概要と経営概況
　アピール館の組織体制：新潟県観光協会
新潟県観光協会は新潟県から出向派遣された館長以下の職員数約１０名で構成されて
いる。また、案内説明員（コンパニオン）は人材派遣会社から６～９人派遣されている。
また、駐車場整理員については、人材派遣会社、シルバー人材センター、学生アルバ
イト等から各々数名派遣され雇用されている。
　バザール館の組織体制：㈱新潟ふるさと村
㈱新潟ふるさと村は、会長、社長、専務以下、総務部６名、販売部２８名、企画部２７名
により構成されている。
　経営運営概況
オープン当初から経営収支は赤字が続いていたが、これは売上げ収入の大半は土産品
販売が主体であり、日用雑貨品等の販売品目がないこと、売場面積が狭小であることな
どが原因である。前述のように、管理運営形態が変更されたことに伴い、近年は、売上
額は約３０％増加するなど、経営努力により赤字額は年々減少傾向にある。この要因は、
１９９４年（平成６年）１２月から１９９５年（平成７年）３月に行われた改装、食堂部門の売上
げの伸び、酒類の売上げの伸びなどが、全体の売上増加に大きく貢献していることがあ
げられる。施設の改装、食堂部門の事業拡大、酒類の冷蔵施設の増設が事業の成功のカ
ギであったといえる。
利用者の動向については、１９４９年（平成６年）４月からアピール館が無料化されたこ
とにより影響が大きく、利用者は年々増加する傾向にある。
４　地域への事業波及効果と自治体および民間企業との関係
新潟ふるさと村が整備されたことによって、新潟県の農産物、畜産物、水産物並びに
それらの加工食品等の販売及び宣伝、民芸品、工芸品、観光土産等の販売及び宣伝、広
域観光に関する情報の収集、宣伝及び案内等、地域の活性化に大きく貢献している。ま
た、高齢者や学生アルバイトの雇用促進にも貢献している。
近年、新潟ふるさと村の隣接地域に民間の大規模小売り店舗が数点立地整備されたこ
とにより、これらの小売り店舗に買い物に来た人が、新潟ふるさと村にも立ち寄る傾向
が高まってきたことがふるさと村の来訪者が増加した大きな要因としてあげられる。
一方、新潟ふるさと村に訪れた人が、逆に、これらの小売店舗で買い物をするように
なるなど、両方の施設が整備されたことにより再利用するリピータ来訪者が増加すると
いう相乗効果がみられる。これは、①小売店舗に買い物をした人が飲食店のある新潟ふ
るさと村に飲食に来ること、②新潟ふるさと村と小売店舗は共に無料の大駐車場を完備
していること、③北陸・関越自動車道などの高速交通網が充実していること、④国道８
号線に接していることなどが主な要因としてあげられる。新潟ふるさと村と周辺の大規
模小売店舗との間では、業態や取扱販売品目などがそれぞれ異なる。そのため、この地
域内では顧客を奪い合う競合関係にあるのではなく、異なる性格の施設の立地が集客効
果に多大な相乗効果をもたらすという好結果をもたらしているわけである。
新潟県観光協会には、新潟県からの管理運営委託を受けてアピール館を管理運営し
ている関係から、館長、課長、管理課長代理の３人は新潟県から出向は県職員である。
また新潟県観光協会には、民間企業等からの職員の出向派遣は管理課次長に佐渡汽船㈱
の出向者が就いているが、他の民間企業からの出向派遣職員はない。
一方、㈱新潟ふるさと村については、当初段階では資本金の出資を県と全市町村から
受けて設立されたが、その後の運営面においては、県や市町村からの財政的な支援措置
は全く受けていない。また市町村自治体関係者では、取締役に旧黒埼町町長が就任して
いる以外には自治体からの一般職職員の出向派遣はない。新潟ふるさと村の役員のほと
んどは、出資元の民間企業の幹部から構成され、民間企業とは密接な関係にある。取締
役会長は佐渡汽船㈱取締役会長で、その他の取締役に新潟交通㈱観光バス部長、新潟冷
蔵㈱常務取締役、新潟中央青果㈱総務部長が兼務している。監査役には、㈱第四銀行取
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締役と㈱北越銀行取締役がそれぞれ就任している。
５　問題点と課題
新潟ふるさと村の抱える大きな問題として、まず交通渋滞の発生があげられる。これ
は国道８号線沿線に新潟ふるさと村と周辺地域の民間大規模小売店舗が集中的に立地し
ていることによる。小売店舗と新潟ふるさと村が隣接しているので、集客上大きな相乗
効果をあげているその反面、マイナス要因として交通渋滞があげられる。無料の大駐車
場の完備も、広範な地域からの集客効果には貢献しているが、逆に交通渋滞の要因と
なっている。上下線共に二車線の幹線道路であり、両側の小売店舗またはふるさと村か
らも多数の自動車が国道を利用するため信号機が多数設置されていることによる。これ
が、逆に、交通渋滞を引き起こす原因になっている。
これら自動車の駐車場システムの整備と国道利用の信号施設との連動化、対策が大き
な課題である。また、国道を横断する歩行者用の地下道施設の整備が周辺店舗から要望
されているが、この対策も課題である。
６　今後の方向と展望
「新潟ふるさと村」は、「２１世紀を志向し、新潟県を象徴する観光拠点施設を官民一体
で整備し、新潟県の観光と物産の振興を図るとともに、「ふるさと」に対する県民意識の
高揚を通じて、地域の活性化を一層推進する」ことを目的に掲げている。今後の新潟ふ
るさと村の方向については、県外の団体客をいかに多く獲得誘致できるかという点にあ
る。
その対策としては、バザール館に以前入居していたテナントに替わり、㈱新潟ふるさ
と村が直営の団体専用食堂を整備したことにより、受け入れ態勢が整備された。新潟県
内の他の類似施設には団体専用の食堂がほとんどないことから、積極的に団体客の誘致
を図ることにより施設利用の向上を図ると同時に、黒字経営を目指そうとしたもので、
この対応は高く評価できる。
さらに、利用者のニーズに対応できるように、地酒や飲食店のユニークな料理の提供
など、売れ筋商品の充実化を図る一方、団体客だけではなく家族利用者や個人・グルー
プ利用者の獲得をできるように努力工夫する必要がある。
一例として、鍋物や焼肉料理、あるいはバイキング方式をメニューに加えるなども効
果的な方法としてあげられる。また、利用者のリピータ化・再利用化を促進する方法と
して、各種の割引券の発行などもアイディアとしては有効である。
山形県の「芋煮会」のように、日本海の海産物を巨大な土鍋で鍋物をつくるような冬
の味覚のイベントは、新潟県の良さをアピールできる絶好の機会である。いずれにして
も、「何回来ても楽しい、おいしい、丸得である、というように利用者が実感できるよう
な工夫」が、新潟ふるさと村の魅力を一層高めるものとして極めて重要なポイントとな
る。
７　新潟県「出資法人経営評価委員会」における「法人のあり方の見直し」
　「出資法人経営評価委員会」の設置
新潟県では、２００１（平成１３）年度から２００４年度まで、「新潟県が出資した出資法人」に
対する経営評価委員会が設置され、県出資法人の経営評価が実施されてきた。県の部課
長を中心にした、この委員会（所管は総務部新行政推進室）に、筆者は学識経験者の委
員（２人の民間人委員）として参加し、種々の観点より、意見、提言を述べてきた。
２００５（平成１７）年度は、新たに民間人５人の委員構成による委員会が組織され、①財
団法人等の公益法人３４法人、②特別法に基づく土地開発公社等の６特別法人、③株式会
社等の商法に基づく商法法人１０法人、の合計５０法人を対象に経営のあり方や経営評価が
議論された。
筆者は、学識経験者の委員として参加し、種々の観点より、意見、提言を述べてきた。
この審議の過程で、「新潟ふるさと村の経営再建に向けての取組み」について、他の法
人と同様に、種々の観点より、議論された。
この「新潟県県出資法人経営評価委員会」における２００５年度の検討資料や議論につい
ては、その審議過程は非公開であるが、最終的に、答申内容や経営評価の資料については、
本年度末には情報公開される予定である。
本稿では、「新潟ふるさと村」に関する事項について、公表できる範囲で、参考に詳解
する。次のように要約される。
経営概況について、新潟ふるさと村は、新潟県の農産物等の販売、飲食店の経営、
新潟県の広域観光に関する情報の収集、宣伝、新潟ふるさと村バザール館などの運営を
行っている。設立当初に入場者数が計画を下回ったため大幅な欠損が生じたが、県の支
援（１０４億円の無利子融資の実施および新潟ふるさと村バザール館維持管理委託に毎年度
２０百万円程度の業務委託料を支出）を含む改善策の実施により、１９９７年度以降は単年度
黒字を計上し、累積欠損も減少傾向にある。債務超過の状態にあるものの、黒字基調の
継続を最重点課題とし、誘客推進活動や経費の節減により経営の健全化に努めている。
新潟ふるさと村の近年の営業収益（売上高）は、１０～１２億円規模で推移している。近年、
営業収益は減少傾向にあるが、営業利益は１３百万円～２０百万円、当期利益は９百万円～
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１５百万円である。営業収益が減少している中で、一定規模の利益が確保される状況にあ
る。
ただし、約１０億円の「当期未処分利益」の累積損益がある。
経営上の課題については、新潟ふるさと村とバザール館は、オープンから１２年経過
し、観光施設としての認知度も高まっている。また、地域特性を生かした商品販売や時
宜を捉えた話題性あるイベントを実施する中で７期連続の黒字を計上しているが、長期
化する景気低迷等で観光関連業界を取巻く状況は、依然として厳しく、入館者の伸び悩
みや客単価の減少に伴う売上高の減少がみられる。
県の対応については、顧客ニーズへの的確な対応やコンベンション参加者への販売
促進など積極的な誘客宣伝活動の実施、経費節減に努めるなど黒字経営の維持に今後と
も努めるよう要請する。ふるさと村アピール館や観光関連団体と堅蜜に連携をとりなが
ら、新潟ふるさと村全体の活性化を引き続き図っていく必要がある。ホームページ等に
よる経営状況等の公開に努めるよう引き続き要請する。
取組み内容については、朱鷺メッセ開業に合わせた事業展開や県外臨時出店の増加
等、積極的に誘客活動を展開し、新規客の取り込みやリピータ確保に努めている。関連
団体との連携・協力により、新潟ふるさと村全体の活性化を図っている。経営状況につ
いては要請があれば開示している。
今後の県の対応については、アピール館を管理する新潟県観光協会との連携を密
にし、新潟ふるさと村全体で効率的・効果的な誘客活動に努める必要がある。ホーム
ページ等による積極的な経営状況の開示を進めるよう引き続き要請する。顧客ニーズの
把握やサービスの向上等を進めることにより、今後とも一層の経営状況の改善に努める
よう要請する。
法人の見直しの方向については、全国的に観光産業の重要性が認識される中、新潟
県を象徴する観光物産振興拠点施設を維持する必要性は変わっていない。当該法人は、
その中で物産振興機能の核を担っており、今後とも事業を維持することで、この機能を
継続・発展する必要があることから、「存続」とする。
県関与の見直しにおいて、「役員就任」については、県として経営状況を常時把握し、
必要な場合には経営への参画が可能な体制をとることが必要であり、当面の間、現状ど
おりの役員派遣が必要であることから、「役員は就任継続」する。
一方、「職員派遣」については、事業規模や実施内容から現執行体制は適正と判断され
るため、現状どおり、職員派遣は不要と考えられ。
また、「財政支援」については、現在の１０億円無利子融資については、単年度黒字の計
上を継続しているとはいえ、未だ多額の累積欠損を抱えており、当面の間は継続してい
くことが必要であることから、「財政支援は支援継続」する。
　『出資法人のあり方の見直しに関する報告書』
この委員会では、出資法人の設立存続の意義、業務内容の見直し、県の財政支援や関
与のあり方等について、種々の観点より議論した審議の結果を踏まえ、２００５年１１月下旬、
「出資法人経営評価委員会」では、諮問されていた内容をとりまとめた報告書『出資法
人のあり方の見直しに関する報告書』（２００５年１１月）を、新潟県知事に対し提出した。
今後、ますます自治体財政が逼迫する中で、新たな制度である指定管理者制度の導入
などとの関係を踏まえ、各都道府県や各市区町村において、自治体の出資法人に対し、
新潟県の「出資法人経営評価委員会」で議論された内容と同様の議論がなされるものと
推察される。
参考に、『出資法人のあり方の見直しに関する報告書』の内容を詳解する。
１　はじめに
２　見直し対象法人
３　見直しの経過
　委員会の開催状況と検討内容
　検討の経過
４　見直しの基本的な考え方
　あり方（法人の方向性）の見直し
　県の関与の見直し
　指定管理者制度への対応
　随意契約の見直し
　プロパー職員の処遇
　その他
５　検討結果一覧
６　今後に向けて
　今後の本委員会の関わり
　政策官庁への変革に向けて
７　法人毎の検討結果
参考資料　県出資法人に対する県関与の状況
　「新潟ふるさと村」に対する対応
本報告書では、「新潟ふるさと村」に対する対応について、次のように明記されている。
－１０６－
第３セクターの経営破綻と経営再建
－１０７－
新潟産業大学人文学部紀要　第１８号　２００７．２
法人の方向性：１９８８年に、県の施策として進めてきた「新潟ふるさと村構想」を推
進するため、県全体の観光と物産の拠点施設の一翼を担うものとして、県・市町村・民
間による第３セクター方式として設立された。
新潟ふるさと村バザール館における県の特産品、観光土産品等の販売・宣伝業務及び
施設の維持管理業務は、民間事業とかなり重複するものであり、民間移譲も考えられる
が、多額の累積欠損を抱え債務超過の状況では、民間の引き受け手の確保は困難と考え
られる。経営改善に向け、ふるさと村の施設面（アピール館も含めた施設全体）からの
検討と併せて、法人のあり方を抜本的に見直す必要があると考える。
１法人の方向性：あり方の抜本的見直し、２県関与の見直し：財政支援の見直し
県関与の見直し：県から同社への無利子融資については、その縮減・解消に向けた
経営改善策や県の対応方針の検討が必要である。
（注）
本論文は、２００５年３月、中央大学より、『博士（経済学、論文博士）学位』を授与され
た学位論文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づ
く地域政策論的研究―』の全１３章の第７章「第３セクターの解散と経営再建」の論文で
ある。
各事例については、それぞれ取材・ヒアリング当時の各担当者等より、提供していた
だいた資料・データをもとに執筆している。
　新潟県長岡市長岡スペースネオトピアの事例については、「新潟日報」および関係
機関への調査等を踏まえ執筆している。
　出井信夫「金融破綻と第３セクター問題―失敗事例検証による事業成功要因の研
究―『税務経理』（時事通信社、１９９８年８月４日号～１２月１５日号、１７回の長期連載の
中で経営破綻事例の一つとして紹介している）所収。
　山口県下関市・日韓高速船㈱の事例については『判例時報　１６４８号』に掲載され
た判決文等を参考に、第３セクター研究学会の研究会等における議論を基礎に執筆
したものである。この事案は、広島高等裁判所でも、ほぼ同様の内容の判決が出さ
れた。
　出井信夫「金融破綻と第３セクター問題―失敗事例検証による事業成功要因の研
究―『税務経理』（時事通信社、１９９８年８月４日号～１２月１５日号、１７回の長期連載の
中で経営破綻事例の一つとして紹介している）所収。
　三重県紀伊長島町・紀伊長島レクリェーション都市開発の事例については、①出
井信夫編著『第３セクターの事業化と運営実態調査資料集』（綜合ユニコム、１９８８年）
９２-１００頁。②竹内宏監修・出井信夫著『第三セクタービジネス』（日刊工業新聞社、
１９９０年：平成２年１１月）１０８-１１４頁。③出井信夫編著『リゾート事業戦略研究資料集
―土地取得と資金調達方法―』（綜合ユニコム、１９９１年）８９-９７頁。④出井信夫「孫
太郎オートキャンプ場：日本初の「５つ星」に輝く熊野灘レクリェーション都市の
“目玉”施設」『公営企業 '９５．７』（公営企業金融公庫、１９９５年７月号）５３-５５頁。
　新潟県新潟市・新潟ふるさと村の事例については、出井信夫編著『「公私協力方
式」と「第３セクター方式」の研究　№２』（地域計画研究所、１９９８年１０月）１５９-
１７２頁。
　なお、「新潟県県出資法人経営評価委員会」における２００５年度の検討資料や議論お
よび『出資法人のあり方の見直しに関する報告書』については、筆者が、同委員会
の委員として参画したもので、『博士学位論文』には、当然のことながら、論述され
てはいないが、今後の同法人における重要な方向性であると考えられることから、
現時点で公表できる範囲で論述している。
　この報告書を踏まえて、２００５年度における最終的な議論提言については、２００６年
２月に予定されている同委員会の会議を経て、情報公開されることになっている。
－１０８－
第３セクターの経営破綻と経営再建
